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中期経営計画策定に関するお知らせ 

当社は、平成 24 年 3 月期から平成 26 年 3 月期までの中期経営計画を策定いたしました

ので、下記の通りお知らせいたします。 

記 

1. 経営理念･･･廣済堂グループの目指すもの 
お客様からの信頼を得て、社会に貢献する 
当社、廣済堂の「廣済」は、広く社会に貢献するという語源を有しています。当社

は、この創業の精神を企業理念とし、すべての事業展開に取り組んでまいります。 
 

2. 株式会社廣済堂の事業ビジョン 
情報ソリューションプロバイダーとして、信頼度 No.1 を目指す 

   廣済堂は早くから印刷以外の媒体開発に取り組んできました。お客様に向けてこの

リソースの最適化を図り、情報化新時代にチャレンジしてまいります。 
 
3. 前回の中期経営計画と今回の中期経営計画について 

前回の中期経営計画は、平成 19 年 5 月 18 日発表の廣済堂グループの企業価値向上戦

略に伴うものでありました。当該期間の平成 20 年 3 月期から平成 22 年 3 月期までの 3
年間は、資産リストラによる有利子負債の削減など、財務面の施策はほぼ予定通り実施

出来ましたが、業績はサブプライム問題・リーマンショックなど景況の世界的激変の直

撃を受けて悪化し、目標とした経営数値は未達となりました。 
この結果を深く反省し、業績回復に向けての反転を成し遂げるためのパラダイムシフ

トを掲げ、今回の中期経営計画を策定しました。対象期間は平成 23 年度から平成 25
年度までの 3 年間といたします。 

 
4. 当社を巡る環境と中期視点での各事業分野について 

印刷業界の昨年度の出荷額は、2001 年に日印産連が発表した「プリンティングフロ

ンティア 21」の予測値を大きく下回り、6.1 兆円（前年比で 9.4％減）と大きな縮小を

示しました。一方、総務省の統計による情報流通量は Web の本格的な普及期に入った
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2000 年前後から急増が始まり、2005 年には 2 倍になり、近年では情報のアウトプッ

トの多様化や個人発コンテンツ（CGM）も相まって、もはや情報化新時代の様相を呈

してきております。当社は、これらに対応出来る情報ソリューションのノウハウと技

術をさらに磨いていくことで、お客様（市場）に新しい情報コミュニケーションの方

法を総合的に提供してまいります。また、2 年間に亘り激減して来た求人広告需要も回

復基調にあり、地方に強い営業力を活かしつつ Web 化へのシフトを推進してまいりま

す。なお、ゴルフ場事業につきましては利用者の構造は変わりましたが、一般化する

なかで女性・若年層に漸増の傾向が見られます。葬祭事業につきましては、低価格化

の誘因もありますが、中期的には安定した市場環境が続くものと思われます。また、

その他のグループ会社につきましても、市場の変化に即した経営戦略で取り組んでま

いります。 
 

5. 新規事業についての考え方 
   新規事業・新技術開発につきましては、電子書籍事業など既存の事業にシナジー効

果を生むもの、またイノベーションをもたらすものを重要視し、積極的かつ慎重に取

り組んでまいります。 
 
6. 今回の中期経営計画の経営ビジョン 

ＫＯＳＡＩＤＯ ＰＡＲＡＤＩＧＭ ＳＨＩＦＴ ２０１１～２０１３ 

（廣済堂パラダイムシフト２０１１～２０１３） 

① 株式会社廣済堂の業績回復によるグループ収益構造の安定化 

・ 株式会社廣済堂のコスト削減による筋肉質な経営基盤の再構築 

・ グループ企業間の新たな事業シナジーの組成 

・ グループ有利子負債圧縮 

② 基幹事業の印刷事業を情報コミュニケーション事業に本格転換 

・ 付加価値構造を、プロダクトベースからソフトベースにシフト 

・ 媒体ごとの組織を、顧客（市場）ダイレクトの組織へ 

 
7. 計画達成のための主な施策 
① 株式会社廣済堂の事業構造・組織構造の改革 
１） 印刷・ＩＴ・映像と分かれている媒体ごとの営業組織を顧客（市場）ごとに改め、

クロスメディアパワーの増幅を目指す。 
・ 出版社・新聞社を顧客とする＜コミュニケーションメディア部門＞ 

――「BookGate」で始めた電子出版事業を通じて、業務管理システムのクラウ

ドサービスなど印刷だけに留まらない幅広い付帯サービスの提供。 
――プリプレスデータからマルチデバイスへ対応する「廣済堂デジタルパブリ 

ッシングシステム」（仮称）の構築。 
――リアル本の印刷と同時に電子出版を行う「ハイブリッド・プリンティング」
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営業戦略の推進。 
     ・一般事業会社等を顧客とする＜トータルプロデュース部門＞ 

――ＩＴベースの企画力増強による販促活動支援機能の強化推進。 
――大学を顧客とする文教ソリューション部門を再編、増強。 
――ＣＡＴＶなど既存の特化分野を強化、育成。 

・ 官公庁及びその政策を実施する会社を顧客とする＜パブリックサービス部門＞ 
――従来からの官公需対応システムの開発・運用をベースに、当社のＳＰコー 

ド（2 次元シンボル）のノウハウなどを活用して新たな需要を発掘。 
――ＩＴ・印刷の官公需対応営業部門を一体化し、営業総力の拡充。 

２） 東京・大阪の印刷工場の一元管理化による作業充足とコスト削減の推進。 
――設備の更新による環境に配慮した高付加価値印刷への移行を推進。 
――「文字の廣済堂」の伝統をもつプリプレス部門をデジタルパブリッシング

対応の製造部門へ移行。 
３） 印刷・ＩＴ・映像等に分散した企画セクションの一体化。 

 
② 株式会社廣済堂のコスト削減 
１） 管理部門コスト削減目標：3 年で 20％ 
２） 製造部門コスト削減目標：3 年で 10％ 
 

③ グループシナジーの再構築 
１） 廣済堂あかつき株式会社（当社子会社）のもてる出版社機能を活用、変容する出

版市場、特に電子書籍分野において、新時代対応を強力に推進。 
 

8. 組織・人事戦略 
・ 東京・大阪の二元管理を廃止し、全社最適化を推進。 
・ 本社企画機能の強化。 
・ 印刷事業を情報コミュニケーション事業に転換促進するための組織再編と人材育

成。 
・ 目標管理制度を導入し、方針展開の強化・評価制度の整備などを推進。 
・ 全社横断プロジェクトなどによる力量ある若手社員の抜擢・育成。 

 
9. 財務戦略 

現状の連結有利子負債残高 310 億円を、110 億円削減し、最終年度の有利子負債残高

目標を 200 億円とする。 
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10. 新中期経営計画策定にあたっての経営目標 
＜連結＞                           （単位：百万円） 
 平成 22 年 

3 月期実績 
平成 23 年 
3 月期見込 

平成 24 年 
3 月期計画 

平成 25 年 
3 月期計画 

平成 26 年 
3 月期計画 

売上額 39,743 38,500 39,000 40,000 40,900
営業利益 2,017 2,600 3,000 3,380 4,000
経常利益 2,145 2,150 2,700 3,100 3,800
有利子負債 31,387 28,449 26,200 23,100 20,000

   
 

＜単体＞                           （単位：百万円） 
 平成 22 年 

3 月期実績 
平成 23 年 
3 月期見込 

平成 24 年 
3 月期計画 

平成 25 年 
3 月期計画 

平成 26 年 
3 月期計画 

売上額 27, 214 26,600 26,800 27,200 28,000
営業利益 ▲573 450 650 900 1,300
経常利益 ▲869 50 450 700 1,100

 
＊上記の計画及び数値目標は、現時点で入手可能な情報に基づいたものであり、実際の業

績はさまざまな要因により、計画と異なる場合があります。また、事業環境の変化によ

り、重点施策の展開内容を変更することがあります。 
以上 

 
 


